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3サマリー

2026年3月期
決算

 連結当期純利益は、前年比約25％増加し159億円と過去最高益を更新

• 新勘定系システムの物件費や人件費の増加を貸出金利息の増加などによる資金利益の
伸びでカバーし、連結当期純利益は、３期連続の増益となり過去最高益を更新

• PBRは、前年比2.1倍の0.76倍、ROE(株主資本ベース)は、0.9pt増加し5.4%に向上

2027年3月期
業績予想

企業価値向上
に向けた取り組み

 次期中期経営計画において資本コストを上回るROEの達成を目指す

• 2026年2月に、長期ビジョン及び中期経営計画におけるROE目標等の上方修正を公表
• 2026年5月に、長期ビジョンのマイルストーンを開示、次期中期経営計画において、

資本コストを上回るROEの達成を目指す

 利益成長や資本効率の状況を踏まえ、株主還元の強化を加速

• 2026年2月に、上限110億円の自己株式取得を公表、6年連続の自己株式取得を予定
• 2026年5月に、総還元性向40％程度から配当性向40%以上とする株主還元方針の変更を

公表、2027年3月期の1株当たり配当は24円増加の66円とし、6年連続の増配を予定

 連結当期純利益は、約20％増加の190億円と最高益更新を計画

• 貸出金利息を中心とする資金利益や、法個人向けソリューションの役務取引等利益の
増加等により、経常利益・連結当期純利益ともに最高益更新を計画

• ROE(株主資本ベース)は、1.1pt増加の6.5%を計画 ※ROE（純資産ベース）は6.0%
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2026年3月期決算説明
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【単体】 25/3 26/3
前期比 増減率

業務粗利益 498 426 △71 △14.4%

（除く国債等債券損益） 567 626 58 10.3%

資金利益 493 549 56 11.4%

うち貸出金利息 393 508 114 -

うち有価証券利息配当金 124 132 8 -

役務取引等利益 83 81 △1 △1.4%

その他業務利益 △78 △205 △127 -

うち国債等債券損益 △69 △199 △130 -

経費 (△) 397 416 18 4.7%

コア業務純益 169 209 39 23.2%

（除く投資信託解約益） 154 202 47 30.6%

一般貸倒引当金繰入額 (△) 0 △5 △5 -

業務純益 99 14 △84 △85.2%

臨時損益 78 206 127 -

うち不良債権処理額 (△) 10 15 5 -

うち株式等関係損益 90 228 138 -

経常利益 178 221 42 24.0%

特別損益 △2 △1 1 -

法人税等合計 (△) 48 61 12 -

当期純利益 126 158 31 24.9%

実質与信関連費用 (△) 10 10 △0 -

（億円）

2026年3月期決算概要

2026年3月期決算説明

【連結】 25/3 26/3
前期比

経常利益 182 224 42

親会社株主に帰属する当期純利益 127 159 31

当期純利益の増減要因

資金利益
（投信解約益除）

+64
役務利益

△1
経費(△)

＋18

与信費用
(△)

△0
その他

△13

126

158

+31

25/3 26/3

有価証券
関係損益

（投信解約益含)

+0

株式等関係損益 +138

債券等関係損益+投信解約益 △138

（億円）

増益要因

減益要因
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2 2 2 
36 

116 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

0.91% 0.88% 0.86% 0.92%
1.14%

【単体】 25/3 26/3
前期比

資金運用収益 540 689 149

貸出金利息 393 508 114

有価証券利息配当金 124 132 8

うち債券 42 52 10

うち株式 34 33 △0

うち投資信託・外国証券 47 46 △1

預け金利息 22 48 26

資金調達費用 47 140 92

預金等利息 36 116 80

債券貸借取引支払利息 11 20 9

借用金利息 0 2 2

資金利益 493 549 56

355 351 359 
393 

508 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

資金利益 資金利益の増減要因
（億円）

貸出金利息

配当金総額と配当性向貸出金利息

資金利益

2026年3月期決算説明

利回り貸出金平均残高

3.87 3.98 4.16 4.26 4.44

（億円）

配当金総額と配当性向預金等利息

利回り預金等平均残高

億円

兆円

0.00% 0.00% 0.00% 0.06%
0.20%

預金等利息

5.14 5.30 5.44 5.55 5.60

億円

兆円

増益要因

減益要因貸出金利息

+114

有価証券
利息配当金

+8

預け金
利息

+26

預金等
利息(△)

+80

その他

△12 549

493

+56

利回り要因+94
残高要因 +20

25/3 26/3
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0.7 0.6 0.6 0.7 0.6

19.8 20.1
25.1 27.2 29.0

4.1 5.3
5.5

8.0 6.7

2.0 1.4
1.8

2.0 2.2
26.7 27.5

33.2
38.0 38.6

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

役務取引等利益 法人ソリューション関連手数料

【単体】 25/3 26/3
前期比

役 務 取 引 等 収 益 132 131 △0

ソリューション関連手数料 36 36 0

預 か り 資 産 関 連 手 数 料 27 25 △1

受 入 為 替 手 数 料 20 21 1

そ の 他 受 入 手 数 料 49 48 △1

役 務 取 引 等 費 用 49 49 0

団 信 保 険 料 34 34 0

支 払 為 替 手 数 料 2 3 0

そ の 他 支 払 手 数 料 12 12 △0

役 務 取 引 等 利 益 83 81 △1

（億円）

役務取引等利益

2026年3月期決算説明

ビジネスマッチング

京葉銀キャピタル&コンサルティング(M&A等)

その他融資関連

単体
36.4

投資信託（含ファンドラップ）

保険 その他

（億円）

1.4 1.5 2.2

12.2 10.1 8.1

15.8
15.5 15.2

29.5
27.2 25.6

24/3 25/3 26/3

970 1,117 1,357 

3,275 3,307 3,596 

1,681 1,732 
2,161 

5,927 6,157 
7,115 

24/3 25/3 26/3

（億円）

預かり資産関連手数料 預かり資産残高

投資信託（含ファンドラップ）

保険 その他

（億円）
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（億円）

2027年3月期業績予想

2026年3月期決算説明

【単体】 26/3
通期実績

27/3
通期計画

前期比
上期計画 下期計画

業務粗利益（除く国債等債券損益） 626 337 395 732 106

資金利益 549 303 338 642 92

貸出金利息 508 307 362 670 162

有価証券利息配当金 132 74 82 157 24

（うち投資信託解約益） 7 - - - △7

預け金利息 48 32 40 73 24

預金等利息 (△) 116 93 120 213 97

役務取引等利益 81 36 58 95 13

役務取引等収益 131 71 76 147 15

うちソリューション関連手数料 36 20 23 44 7

うち預かり資産関連手数料 25 15 16 31 5

役務取引等費用 (△) 49 34 17 52 2

経費 (△) 416 225 236 462 45

人件費 (△) 193 102 101 203 9

物件費 (△) 193 106 115 221 28

税金 (△) 29 16 20 37 7

コア業務純益（除く投資信託解約益） 202 111 158 270 67

有価証券関係損益+投資信託解約益 36 30 △10 20 △16

実質与信関連費用 (△) 10 7 8 15 4

経常利益 221 135 140 275 54

当期（中間）純利益 158 92 97 190 31

【連結】 26/3
通期実績

27/3
通期計画

前期比
上期計画 下期計画

経常利益 224 137 142 279 54

親会社株主に帰属する当期（中間）純利益 159 92 98 190 30

当期純利益の増減要因

＜資金利益＞

 残高増加や利回りの上昇により、貸出金利息が162億円増加、

資金利益は92億円（投信解約益を除いた場合99億円）増加

＜役務取引等利益＞

 ソリューション関連・預かり資産関連手数料を中心に、役務取

引等利益が13億円増加

＜経費＞
 継続的な人件費の増加

 顧客サービスの向上やサイバーセキュリティ関連への投資、

外部のSEやコンサルの活用による物件費の増加

＜有価証券関係損益＞
 低利回りの債券を中心とした売却と合わせて株式の売却を継続

＜経常利益・当期純利益＞
 経常利益予想 275 億円（前年比+24.4％）

 当期純利益予想 190 億円（前年比+19.9％）

※本計画における政策金利の前提は2026年9月まで0.75％、

2026年10月以降は1.00％となっております。

（億円）

計画

+31

資金利益
(投信解約益除)

+99

役務利益

+13
経費(△)

+45
有価証券
関係損益

△16

与信費用
(△)

+4
その他

△15
158

190

26/3 27/3

増益要因

減益要因
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企業価値向上に向けた取り組み
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第20次中期経営計画の進捗状況
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 長期ビジョンの実現に向けた「フェーズ１」

中期経営計画の位置づけ

第20次中期経営計画の進捗状況

お客さま第一 挑戦と成長 チームワーク

 2024年4月～2027年3月（３年
間）

 成長エンジンの再構築

【位置づけ】

企業理念

長期ビジョン

「+ Vision 90」

私たちが

大切にする価値観

長期ビジョンの実現に向けた

フェーズ１の３ヵ年計画

第20次中期経営計画

創立90周年に目指す姿

【計画期間】

2024年4月

35年ぶり
の再定義

2024年4月

当行初の

長期ビジョン

【目指す姿】

お客さま満足度№１のソーシャル・ソリューショングループ

【ターゲット】

社
会
価
値

経
済
価
値

サステナビリティＫＰＩ

 様々な社会課題の解決
に向けた取り組み

財務ＫＰＩ

 連結ROE10％以上
 連結当期純利益350億円以上
 連結自己資本比率10％台

【長期ビジョン実現に向けた3年×3回の中期経営計画】

フェーズ３ 第22次中計
“成長を加速”

フェーズ２ 第21次中計
“事業領域の拡大”

フェーズ１第20次中計
“成長エンジンの再構築”

 2024年4月～2027年3月（３年間）
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 ４つの基本戦略の推進により企業価値向上を図る

第20次中期経営計画の骨子

第20次中期経営計画の進捗状況

①オンリーワンの課題解決型営業

第20次中期経営計画
計画期間：2024年4月～2027年3月（３年間）

４つの基本戦略

社会課題 少子高齢化・後継者不足 資産形成ニーズの高まり

地域共創ソリューション 法人ソリューション 個人ソリューション

②営業改革 ③人財改革

多様なプロ人財の育成 社内環境の整備

④経営基盤改革

資本マネジメント

３つの
改革

人手不足・生産性の向上 金融政策の転換 働き方の多様化物価の上昇 デジタル化 脱炭素

店舗営業体制の見直し デジタル化推進

経費コントロール りそなＨＤとの戦略的業務提携 ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・ﾘｽｸ管理態勢
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 次世代システムを活用した新たな営業体制構築や人材力を強化した結果、財務ＫＰＩは順調に推移

第20次中期経営計画の主な取り組みと成果

第20次中期経営計画の進捗状況

オンリーワンの課題解決型営業基本戦略① 営業改革基本戦略②

人財改革基本戦略③

経営基盤改革基本戦略④

スキルの見える化の構築と
希望・適正を踏まえた人員配置

管理職の育成体系構築と
評価制度の見直し

次世代システム安定稼働
と戦略投資の拡大

りそなＨＤとの
戦略的業務提携の推進

株主・投資家との対話と
株主還元の拡充

前中計最終年度

24/3実績
中計１年目

25/3実績
中計２年目

26/3実績
中計最終年度

27/3目標

連結ＲＯＥ
株主資本ベース 3.9％ 4.5% 5.4% 6.5％
(参考)
純資産ベース 3.5％ 4.0% 5.0% 6.0％

連結当期純利益 108億円 127億円 159億円 190億円

連結自己資本比率 10.6％ 10.7％ 10.5％ 10％台

未来伴走シートを活用した
メイン化の推進

ソリューションメニューの拡充と
本部専門営業の増強

 法人ソリューション

未来をともにシートを活用した
金融サービスの提供

住宅ローン営業体制の再構築と
商品メニューの拡充

 個人ソリューション

地域共創部の新設による
ソリューション提供体制の構築

地域企業・自治体との連携強化による
まちづくりへの参画

 地域共創ソリューション

財務ＫＰＩ

分業による専門性向上と
営業人員の再配置

新アプリの稼働と
土日営業拠点の開設

当初中計目標

24/3公表
修正１回目

25/2公表

4.0％ 5.5％

開示なし 5.0％

120億円 160億円

10％台 10％台

修正２回目

26/2公表
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資本コストと株価を意識した経営
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0.21 0.24 0.29 
0.36 

0.76 

0.95 1

0.00

10.00

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 26/5

 中期経営計画の順調な進捗や金利上昇による利益成長期待等からＰＢＲ上昇、さらなる向上へ

企業価値向上に向けた現状認識

資本コストと株価を意識した経営

5.75 
6.95 

8.80 8.67 

15.32 

0.00

10.00

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

株主資本ベース 純資産ベース

3.83 
3.57 3.54 

4.07 

5.06 

4.27 
3.86 3.95 

4.52 

5.46 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

（％）

PER（単体）ROE（連結）

PＢR（単体）

（倍）

（倍）

上場地銀のPBR･ROEマトリクス

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0 5 10 15

ROE平均

5.85%

PBR平均

0.69倍
京葉銀行

(26/3)

京葉銀行
(25/3)

PBR(倍)
26/3

ROE(%)
26/3

*出所：上場地銀の2026年3月期決算より当行算出

PBR
１倍超

1.0
京葉銀行

(26/5)

さらなる
向上

前年比

2.1倍
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2.5%

3.8% 3.5% 3.5% 4.0%

5.0% 6.0%

8.5% 9.5%

2.8%

4.2% 3.8% 3.9％
4.5%

5.4%

6.5%

9.0%
10.0%

73 111 103 108 127 159 
190 

300 350 

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3 30/3 33/3

 現中期経営計画で資本コスト並みのＲＯＥ、次期中期経営計画で資本コストを上回るＲＯＥ到達へ

財務ＫＰＩのロードマップ

資本コストと株価を意識した経営

ＲＯＥ
（連結、株主資本ﾍﾞｰｽ）

ＲＯＥ
（連結、純資産ﾍﾞｰｽ）

当期純利益
（連結、億円）

自己資本比率
（連結） 10.6% 10.7% 10.5% 10%台

連結
ROE

株主資本 5.5% 6.5% 8.0%以上 10%以上

純資産 5.0% 6.0% 7.5%以上 9.5%以上

連結当期純利益 160億円 190億円 300億円以上 350億円以上

連結自己資本比率 10%台 10%台 10%台 10%台

見直し後見直し前

20次中計（27/3） 長期ビジョン（33/3）

見直し後見直し前

11.1% 10.8%11.2%

見直し後見直し前2026年2月

財務KPIを

見直し

政策金利

長期ビジョン21次中計20次中計19次中計

株主資本コスト6～7%程度
（CAPM、株式益利回り）

次期21次中計期間中に
株主資本コストを上回るROEへ

財務ＫＰＩ

26/9まで
0.75%

26/10以降
1.0％

0.5%

横ばい
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流動性

68.7%(3.8兆円)

定期性

31.3%(1.7兆円)

8 9 1 13 13 25 3655
118

168
199

16

29
29

29

67

177
186

184

▲ 92
▲ 192 ▲ 220 ▲ 232

27/3 28/3 29/3 30/3

（参考）金利上昇による影響試算

資本コストと株価を意識した経営

59

156
191

219

8 2 ▲ 3 ▲ 3

3
11 19 2855
108

148
177

16

22
22

22

67

129
127

125

▲ 92
▲ 148 ▲ 162 ▲ 172

27/3 28/3 29/3 30/3

59

127
152

26/3実績に対する
資金利益の増益効果

20次中計

178

21次中計

プライム連動

（消費性）

38.3%(1.7兆円)

プライム連動

（事業性）

17.6%(0.8兆円)

市場連動

7.0%(0.3兆円)

固定金利

37.1%(1.6兆円) 貸出金
4.5兆円
(26/3)

預金
5.6兆円
(26/3)

政策金利：26/9まで0.75%、26/10以降は1.0％

政策金利：上記に加え、27/4以降は1.25%

(億円)

変動金利

62.9%

26/3実績に対する
資金利益の増益効果

(億円)

※残高：2026年3月末を横這い
※円債はデュレーションを考慮し
中期債を同額再購入

※金利：2026年10月以降及び2027年4月以降、
ﾌﾟﾗｲﾑ連動+0.25%、
市場連動+0.25%、
固定性+0.15%、
流動性預金+0.1%、
定期性預金+0.15%で計算

※残高：2026年3月末を横這い
※円債はデュレーションを考慮し
中期債を同額再購入

※金利：2026年10月以降、
ﾌﾟﾗｲﾑ連動+0.25%、
市場連動+0.25%、
固定性+0.15%、
流動性預金+0.1%、
定期性預金+0.15%で計算

預金

日銀当預

ﾌﾟﾗｲﾑ連動

円債

市場連動

固定性

合計

預金

日銀当預

ﾌﾟﾗｲﾑ連動

円債

市場連動

固定性

合計
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 PBR改善に向け、「ROEの向上」「株主資本コスト引き下げ」「利益の持続的成長」を推進

ＰＢＲ向上に向けた取り組み

資本コストと株価を意識した経営

PBRの
向上

株主資本コスト
の引き下げ

ROEの向上

利益の
持続的成長

自己資本水準の
コントロール

RORA改善
トップライン

の向上

経費
コントロール

最適なアセット
アロケーション

健全なキャピタル
アロケーション

株主還元
の充実

当期純利益

リスクアセット

当期純利益

自己資本

PERの向上

情報開示の充実
とIR活動の推進

レジリエンス･
ガバナンスの強化

サステナビリティ
経営の推進

リスクアセット

自己資本

･環境変化を踏まえたバランスシート運営の強化
･カスタマイズサービスによるメイン化推進

･次世代システムを活用した成長投資の加速と
トップライン増強によるOHRの低減

･健全かつ収益性の高いアセットの増強による
地域の持続的成長と当行の採算性の向上

･健全性、資本効率、株主還元の最適なバランス
･政策保有株式のさらなる縮減

･利益成長と株主還元方針の変更による還元増強
変更前:総還元性向40%程度変更後:配当性向40%以上

･ステークホルダーとのコミュニケーション強化
による情報の非対称性緩和

･監査等委員会への移行と取締役会の実効性向上
･推進とリスク管理の強化を実現する組織改定

･長期ビジョン及び中期経営計画の上方修正
･サステナビリティの取り組み強化

P20～25
P28～32

P26～27

P22

P33

P34

P37

P36

P39～43

ｵﾝﾘｰﾜﾝの
課題解決
型営業

ｵﾝﾘｰﾜﾝの
課題解決
型営業

営業
改革

人財
改革

人財
改革

経営基盤
改革

基本戦略
①

(参考) 中期経営計画の
４つの基本戦略との関係性

基本戦略
②

基本戦略
③

基本戦略
④

本日の
ご説明主な取り組みPBR向上に向けた考え方

(参考)ＰＢＲの計算式

ＰＢＲ ＲＯＥ ＰＥＲ

ＲＯＥ 株主資本ｺｽﾄ 期待成長率

株主資本ｺｽﾄ 期待成長率ＲＯＥ
PBR

１倍以上

＝ ×

＝ ÷ －

≧ －

ｵﾝﾘｰﾜﾝの
課題解決
型営業
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“ＲＯＥの向上”を実現する成長戦略
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預金

5.6兆円

貸出金

4.5兆円

0.85 %
0.87 ％ 0.91 % 0.93 ％ 0.93 %

1.08 ％0.92 %
1.05 % 1.09 % 1.12 % 1.14 %

1.45 %

0.06 % 0.17 % 0.18 % 0.18 % 0.20 % 0.37 %

(1.00)

(0.50)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

25/3 25/6 25/9 25/12 26/3 27/3

 運用・調達両面の取組強化により、金利のある世界への対応を加速

バランスシート運営の強化

ＲＯＥの向上
①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

26/3単体総資産 6.6兆円

その他負債 0.6兆円

純資産 0.3兆円その他資産 0.1兆円

有価証券 1.1兆円

日銀預け金 0.8兆円

一般法人

個人

0.9兆円

4.4兆円

中小企業 1.7兆円

住宅ローン 1.7兆円

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ
ﾌｧｲﾅﾝｽ 0.1兆円

円債 0.8兆円

公金等 0.2兆円

 有価証券ポートフォリオの再構築
・株式売却益を戦略的に活用し、金利リスクをコントロール
しつつ安定的な収益を確保

粘着性の高い預金基盤の維持・拡大

・当行の強みを活かしたお客さま接点を
軸とした家計口座の獲得

・次世代取引の間口拡大と承継サポート

・メインバンク先の拡大による決済口座
の獲得

円債

個人

一般法人

 持続可能な預金基盤の構築

コアビジネス領域の増強継続

・金利上昇を踏まえた適正な金利ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ
を図りつつ残高を積上

中小企業
住宅ローン

戦略領域のリスクテイク強化

・資金ポジション動向を踏まえつつ、
ROA･RORAの高いアセットを増強

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ
ﾌｧｲﾅﾝｽ

 健全かつ収益性の高い貸出金増強

円債中心のポートフォリオ運営継続

預貸金利回り差の推移

計画

貸出金利回り

預金利回り

預貸金利回り差

上場地銀7位*

P25

P22 P21

住宅ローン
比率

*出所：上場地銀73行・グループの2026年3月期決算より当行算出

39.2%

変動金利
比率

95.0%

個人預金
比率

78.9%

個人預金に占める
給振･年金先比率

52.0%

上場地銀2位*

2024年度 2026年度2025年度

1Q 1Q～2Q 1Q～3Q 1Q～4Q
2025年度 2025年度 2025年度
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43,148

(79.1%)

43,950

(79.3%)

44,491

(78.9%)

45,050 

(78.4%)

8,885 

(16.2%)

9,161 

(16.5%)

9,865 

(17.5%)

10,370 

(18.0％)

2,502 2,299 
2,001 

2,000 54,536 55,411 56,358 57,420 

24/3 25/3 26/3 27/3

(23,146)(22,758)(22,373)

+947
(+1.7%)

+1,062
(+1.8%)+874

(+1.6%)

▲297▲202

+704
(+7.6%)+275

(+3.1%)

+540
(+1.2%)

+801
(+1.8%)

(+388)
(+1.7%)

(+385)
(+1.7%)

+505
(+5.1%)

+559
(+1.2%)

計画

▲1

 年金先の拡大と次世代への承継サポート

現役層

 粘着性の高い預金基盤を拡大するとともに、強固なリレーションと高い利便性で囲い込みを図る

持続的な預金基盤の構築

ＲＯＥの向上

（億円）個人預金 一般法人 公金･金融

預金残高

 強みである個人預金に加え、法人預金獲得も強化 個人預金

粘着性の高い預金基盤の維持・拡大

給振･年金先

 当行が強みを持つ“４つのお客さま接点”を軸とした家計口座の獲得

シニア層

店舗網の維持休日営業拠点の展開 新アプリの機能強化

 給振先の拡大と次世代取引の間口拡大

社会保険労務士の資格保有者による
“年金相談会”

３
特徴的な商品･強固な業者連携に基づく

“住宅ローン”
１

メイン先との信頼関係に基づく
“従業員へのアプローチ”

２

 26/3：年間718回、6,230名と面談
うち約60％が当行で受取意思あり

 年金先への特別金利定期の拡充

 26/3：年間実行件数4,823件
 50年住宅ローン（一都三県で初）
 地元業者向け専担チームの増強

 26/3：取引先の従業員1,526名に
資産運用セミナーを実施

相
続
預
金
の
獲
得

法人預金 メイン先の拡大による決済口座の獲得

キャリア採用を活用した専門人材による
“個別相続面談”

４

 26/3：年間2,732名と面談
 遺言･遺産整理･家族信託ｻﾎﾟｰﾄの提供

バリアフリー店舗

高い利便性に基づくアクティブユーザーの増加

融資シェアに見合う預金シェアの獲得 法人ＩＢを活用したお客さまの業務効率化

 お客さまを知る活動に基づく付加価値の高いカスタマイズサービスの提供

生涯取引

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略
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ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ
ﾌｧｲﾅﾝｽ

住宅
ローン

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

1.5% 2.5% 3.5%

大企業等

ROA
コア業務粗利益

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ
ﾌｧｲﾅﾝｽ

中小企業

住宅ローン

26/3：実線、27/3：破線、円の大きさは収益額

RORA
コア業務粗利益

26/3 27/3

コアビジネス領域 戦略領域

大企業等中小
企業*

その他

恵まれたマーケット
を活かした

アロケーション

新たな成長に
向けた

アロケーション

LBOを含めたRORAの高い

分野へのﾘｽｸﾃｲｸを強化

メイン先の拡大に向けた

積極的なリスクテイクを継続

住宅ローンユーザーの付帯収益拡大

審査の高度化による案件獲得の強化

リスク・アセット増加イメージ セグメント別ＲＯＲＡ

推進・管理体制の構築に伴い
リスクテイクを拡大

 コアビジネス領域の増強と戦略領域へのリスクテイクによるROA、RORA改善

16,869 

(40.0%)

17,175 

(39.3%)

17,877 

(39.2%)

18,340 

(39.3%)

15,750 

(37.4%)

16,230 

(37.1%)

17,034 

(37.4%)

17,930 

(38.4%)

6,164 

(14.6%)

7,294 

(16.7%)

7,975 

(17.5%)

7,960 

(17.0%)
542 531 

548 
42,114 

43,631 
45,499 

24/3 25/3 26/3 27/3

 コアビジネス領域への積極的なリスクテイク継続と戦略領域へのリスクテイクを強化

健全かつ収益性の高い貸出金の増強

ＲＯＥの向上

貸出金残高

 住宅ローンと中小企業を中心にバランスよく増加

（億円）

住宅ローン 大企業中小企業 中堅企業 その他

計画

中計目標
17,800億円
1年前倒し

+17

△11 +681
(+9.3%)+1,130

(+18.3%)

+804
(+4.9%)+479

(+3.0%)

+702
(+4.0%)

+306
(+1.8%)

+1,516
(+3.6%)

+1,867
(+4.2%)

985695634

アセットアロケーション

+290
(+41.7%)

+60
(+9.5%)

ストラクチャードファイナンス

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

戦略ﾌｧｲﾅﾝｽ部 ・ストラクチャードファイナンス等の機動的・能動的案件組成力を向上新設
1,400

*戦略領域の中小企業向け貸出を除く

46,650+1,151
(+2.5%)

+896
(+5.2%)

+463
(+2.5%)

+414
(+42.0%)

 ストラクチャードファイナンスの強化

■本部専門人員の増強 ■地域中核企業と連携した不動産アセットマネジメント会社設立

中計目標
17,800億円
達成見込

△15
(△0.1%)

（億円）

計画
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25.1

(75.6%)

27.2

(71.6%)

29.0

(75.1%)

5.5
8.0 6.71.8
2.0 2.2

13.9

33.2
38.0 38.6

47.0

21/3 24/3 25/3 26/3 27/3

営業現場における自律的PDCAの強化

 京葉銀行ならではのソリューションの提供により、メイン先を拡大

法人ソリューション

ＲＯＥの向上
①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

出所：東京商工リサーチ
「全国メインバンク」調査

県内地銀
唯一シェアUP

メイン先の
県内シェア

メイン先の
増収増益率

14.12％

2023年度

２年

連続

+0.09%

前年比

14.16％

2024年度

+0.04%

前年比

39.19％

2023年度

全国１位

36.93％

2024年度

全国６位

ファイナンス

事業承継・M&A経営計画策定

ビジネスマッチング

カスタマイズ
サービスで伴走

戦略構築 人材不足

販路拡大ＤＸ 資金調達

後継者不足
法人の

お客さまの課題

お客さまをとことん理解・
目指すゴールとプランを共有

未来伴走シート*

を活用した
深度ある対話

オンリーワンの課題解決型営業

メニュー
拡充

法人ソリューション関連手数料

（億円）

14,236 

15,750 
16,230 

17,034 

17,930 

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

21/3 24/3 25/3 26/3 27/3

 事業承継コンサルティング業務内製化
 事業承継２号ファンドの組成

推進体制
の強化

 外部出向による本部専門人財の増強
 M&Aｼﾆｱｴｷｽﾊﾟｰﾄ資格取得推奨(26/3:143名)
 組織改編：事業承継グループの新設
⇒M&A関連業務を子会社である京葉銀ｷｬﾋﾟﾀﾙ

&ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞより移管し課題解決力を向上

融資関連ビジネスマッチング その他

京葉銀キャピタル&コンサルティング(M&A等) 事業承継・M&Aサポート

148 
171 

500 

中計目標

26/3期

25/3期

累計実績 319件
目標

24/4～27/3
現中計期間累計

NEW

NEW

中小企業向け貸出残高

（億円）

*お客さまとの対話を通じて、強みや経営課題、目指すｺﾞｰﾙを共有し、
*お客さまの将来像や事業計画に沿ったｺﾝｻﾙﾃｨﾝﾝｸﾞ提案を行うためのﾂｰﾙ。

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨKPI

メインバンク化

+1,514

+2,180

計画

+2.7倍

地域やお客さまごとに異なる課題に対し、
効果的な対話を実施

各自のミッションをロジックツリーで分解し、
「自主活動計画」をエリア・営業担当者が策定

画一的でないソリューション提供と
目指すゴールに向けた進捗をフィードバック

営業店の
主体性を尊重

きめ細やかな
ターゲティング

 ビジネスマッチング

 直近2年累計実績3,189件
 りそなＨＤとの共同商談会開催

 成長戦略策定支援サービス導入
 405事業実績は6年連続県内1位

 経営計画策定サポート

カスタマイズサービスの強化

営
業
現
場
の
活
動
に
反
映

生産性の向上

計画
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166 272
447 528

190
129

67

80
103

190
295 339

527
631

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

 お客さまのライフステージに応じた専門性の高いコンサルティングを提供

個人ソリューション

ＲＯＥの向上
①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

世代を超えたメインバンク化

＊１ライフプランシミュレーション：現在の収入や年齢等から将来の収支バランスを予測し、
お客さまのライフプランに沿ったコンサルティング提案を行うためのツール

＊２未来をともにシート：資産状況やご家族への想いを「見える化」し、お客さまの課題
解決に向けたコンサルティング提案を行うためのツール

資産形成層 資産運用層 資産承継層

運用 資産承継老後の備え 認知症対策貯蓄 住宅購入

個人のお客さまの課題

を活用した深度ある対話

ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ*1

お客さまをとことん理解・
目指すゴールとプランを共有

未来をともにシート*2

専門性の高い
コンサルティング

面談

カスタマイズサービスで伴走

人生100年時代を
踏まえた

伴走型サポート

利便性が高く
円滑な資産承継

サポート

（億円） （件）

相続･資産承継ｸﾞﾙｰﾌﾟ 新設 ・より専門的なｿﾘｭｰｼｮﾝ提供体制とすべく、個人営業ｸﾞﾙｰﾌﾟから分離独立

預かり資産残高 相続関連商品成約件数
ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ

KPI

＊3外部専門家と連携し遺言作成や遺産整理、家族信託をサポート

投資信託（含ファンドラップ）

保険 その他

相続サポート業務＊3 信託代理店業務

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ
KPI

FDの
推進強化

メニュー
拡充

ファンドラップに資産承継
特約機能を追加

リスク許容度に応じた
ポートフォリオ提案の徹底

外部専門家と連携した
単身高齢者向けｻｰﾋﾞｽの導入

↑2022年度より取扱開始
2年累計実績

1,158件

中計目標
3年累計
2,000件

970 1,117 1,357 
3,275 3,307 3,596 
1,681 1,732 2,161 
5,927 6,157 

7,115 7,500 

24/3 25/3 26/3 27/3

 住宅ローンビジネス

15,969 

16,869 
17,175 

17,877 
18,340 

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

21/3 24/3 25/3 26/3 27/3

住宅ローン残高

（億円）

3.5
4.1

4.8

24/3 25/3 26/3

住宅ローン実行件数

うち20･30歳代

（千件）

2.5千件
26/3

3.6千件
24/3

ローン営業部 ・個人ローンの企画・推進機能を一元化し、サービス提供体制を強化新設

他行との
差別化

業者連携
の強化

法個人営業の分業
 地場業者専担ﾁｰﾑの増員

利便性の
向上

デジタル化推進
 団信申込のWeb化

審査スピード向上
 業務フロー見直しBPR

融資期間最長50年
 一都三県の銀行で初

+899 +1,471

計画

 相続・預かり資産ビジネス

オンリーワンの課題解決型営業 カスタマイズサービスの強化

計画
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1,706 1,584 1,421 

562 540 498 

350 360 399 

3,392 3,446 3,543 

5,106 5,686 
5,207 

11,119 
11,618 

11,069 

24/3 25/3 26/3 27/3

30.8%

26.5%

42.7%

7.6%

23.5%

68.9%

△ 167

△ 417 △ 420△ 57

△ 48 △ 38

679 
547 

644 

 金利リスクを抑制しつつ利回りを向上

 株式売却益を戦略的に活用し、金利リスクをコントロールしつつ段階的に利回り向上

有価証券ポートフォリオの再構築

ＲＯＥの向上

環境変化を踏まえた有価証券運用

 円債中心のポートフォリオ運営を継続

地方債･
社債等

外貨外国証券

株式

投資信託他

国債 株式

国内債券

↑評価益

↓評価損

*評価損益は繰延ヘッジ損益考慮後

有価証券残高（取得価額ベース）

（億円）

円債の利回り別構成比

0.91% 1.05% 1.21% 1.42%

6.58年 6.48年
4.75年 3.76年

-6.00
-4.00
-2.00
0.00
2.00
4.00
6.00
8.00
10.00

0.0%

1.5%

3.0%

24/3 25/3 26/3 27/3

その他有価証券評価損益

 株式売却益を活用した資産入替により採算性を向上

有価証券利回りと円貨デュレーション*

 円債の損切りと株価上昇により含み益拡大

残高
横ばい

評価損益*

計画
計画

円貨
デュレーション

有価証券
利回り 25/3 26/3

円債約80%

24/3

455 81 185

投資信託･
外貨外国証券

26/3 27/3計画

53.9%
22.7%

23.4%

25/3

国債

2,300億円入替

地方債

1,500億円入替

0.5%以下

1.0%以下

1.0%超

*円貨デュレーションはアセットスワップ考慮後

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

（億円）
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本業支援資金繰り支援

 予防的な対応や継続的な経営支援により、与信関連費用は落ち着いた水準で推移

与信コストコントロール

ＲＯＥの向上
①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

与信関連費用の推移

49

30

△ 18

11 10 10 15

12.6bp

7.8bp

△ 4.4bp

2.6bp 2.4bp 2.3bp 3.2bp

-40

-30

-20

-10

0

10

20

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

与信関連費用比率 （億円）実質与信関連費用

計画

中東情勢緊迫化を踏まえた対応状況

 金融相談窓口の設置（2026年3月～）

貸出条件変更

より踏み込んだ金融支援

ｼﾛｰﾝによる
債務組替

資本性ローン新規貸出対応

保有資産
ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化

ﾌｧﾝﾄﾞを通じた
ｴｸｲﾃｨ出資

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化支援
販路･調達先

紹介

補助金活用経費削減

 資金繰り支援に留まらない幅広いサポートで伴走支援

 お客さまへの影響度調査（2026年5月実施）

・各営業店に設置しサポート体制を整備

・融資残高１億円以上の中堅・中小企業*を対象（回答2,021先）
*上場企業等、不動産賃貸業・金融業を除く

資金繰りへの影響

影響あり

21.6%

影響なし

78.4%

影響「大」
（早期の資金調達が必要）

0.8％

影響「中」
（3～6か月程度懸念なし）

12.6％

影響「小」
（1年程度懸念なし）

8.2％

・大口の破綻懸念先にＣＦ控除法を導入

・正常先、要注意先にﾌｫﾜｰﾄﾞﾙｯｷﾝｸﾞ引当を導入
・大口の要管理先にＣＦ見積法を導入

引当手法の
見直し

21/3期

22/3期
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人
件
費

物
件
費

68
115

26/3実績 27/3計画

17
29

26/3実績 27/3計画

26 42 29 37 

176 182 193 203 

141 
172 193 

221 

344 
397 

416 
462 

63.79%
70.09%

66.58%
63.14%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

80.00%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

24/3 25/3 26/3 27/3計画

OHR

 持続的な利益成長に繋がる投資を拡大しつつ、ＯＨＲの低減を図る

経費コントロール

ＲＯＥの向上

（億円）物件費 人件費 税金

単体OHR（経費／コア業務粗利益）

+45

+9

+28

+7

人件費 報酬給与・賞与等 +9.2

税 金
新勘定系ｼｽﾃﾑ
更改関連

△14.8

ＩＴ・機械化投資

+46

（億円）

店舗・設備投資

+12

（億円）

+18

+11

+20

△13

継続的な賃上げ

４年連続で５％超

キャリア採用の拡大

計画以上のペースで採用

研修体系の整備

研修費用を前年比40％超

職員持株会の奨励金引上

７％から20％へ
物件費

減価償却費 +21.6

(うち新勘定系ｼｽﾃﾑ) (+18.9)

ｼｽﾃﾑ保守費等 +7.4

26/3期の主な増減要因（億円）

 人的資本投資等の拡充

 戦略投資の拡大

 アプリ・法人IBの機能強化

 データ利活用等の基盤構築 など

 地域や店舗特性に合わせた

 建替移転、レイアウト変更 など

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

オムニチャネルの進化 店舗営業体制の見直し

多様なプロフェッショナル人財の育成

中長期的に

50％程度へ
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親子参加型イベントの
休日開催

 対面・非対面双方のチャネルでお客さま接点拡大と利便性向上へ

オムニチャネルの進化

ＲＯＥの向上

24/3 26/3 27/3

拠点数（法人営業所含む） 111 113 114

フルバンキング店 46 46 46

プライベート店 65 65 65

コンサルティング拠点 - 2 3

店舗内店舗 8 8 8

 地域特性に応じた戦略的店舗展開を拡大

対面チャネル

資産運用相談等 口座開設
相談会・
セミナー*

京葉銀行コンサルティングプラザ

原則として
既存の拠点数維持

平日夕方や土日祝日
営業拠点の拡大

＋

25/12
2拠点OPEN

非対面チャネル

 新アプリの段階的な機能拡充とお客さま接点の拡大

好立地の既存店舗を活用当行初のインストアブランチ

ワンズモール稲毛 船橋駅前

19.0 20.4

28.6 30

24/3 25/3 26/3 27/3
*アプリ･ＩＢをアクティブに利用している
お客さまの延べ人数

（万人）

デジタル接点
アクティブユーザー*

+8.2

25/5
サービス開始

25/10
土台の拡充

26/1
利便性の向上

26/3
＋αの価値提供

4.2万

6万

7.3万

機能拡充に伴い登録者は着実に増加

貯蓄預金表示
住宅ローン残高表示

個人IB即時契約

出金レポート

アプリ登録者の推移

 セブン銀行ATMとの連携

口座開設 住所変更

在留期限更新

25/3～26/3
約2,000件の手続きが完了

 コールセンターの機能強化

24時間365日受付可能

AI搭載のｺﾝﾀｸﾄｾﾝﾀｰｼｽﾃﾑの活用により
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ機能を強化

セミナー･相談会誘致

資産運用･ローン相談等

段階的に業務範囲を拡大

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

普段会えない
お客さまとの接点を拡大

＊事例
計画
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①店頭オペレーション改革 ②本部ＢＰＲ

③店舗政策 ④中途採用の強化

 営業の量と質を拡充し、お客さま接点の強化・拡大を図る

店舗営業体制の見直し

ＲＯＥの向上

営業人員の再配置 分業による専門性・効率性の向上

 業務プロセスの再構築等により、効率的な営業体制を本格化  営業店担当者の役割を再定義し、お客さま接点を強化

営業人員の推移

24/4
実績

25/4
実績

26/4
実績

27/4
計画 24/4比

行員数 1,990人 1,996人 2,025人 2,026人 +36人

営業人員数(本部含) 490人 615人 669人 740人 +250人

営業割合 24.6% 30.8% 33.0% 36.5% +11.9%

MA※渉外

法人営業 資産家営業

預かり資産営業 住宅ローン営業

預かり資産営業従
来

お客さまを起点の分業により専門的・効率的な営業体制へ

事務

店頭営業

預金･融資事務

事務と営業の分離

※マネーアドバイザー

法個人営業の分離

法人のお客さま

法人営業担当

零細

大・中堅

中小

ｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ担当

個人のお客さま

資産家営業担当

準
富裕層

資産
形成層

資産家
富裕層

預かり資産営業担当
店頭営業担当

住宅ﾛｰﾝ営業担当

見
直
し
後

ｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ担当

個
人
営
業
担
当

預金･融資事務

24/3

23.5M

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

デジタルシフト

本部集中化外部委託

担い手変更 生成AIの活用

組織･分掌見直し

アプリ・法人IBの推進
によるセルフ取引拡大

新勘定系システムの
活用による集中処理

負担の大きい業務の
アウトソース

パート行員の
採用強化と業務拡大

日常業務の文章作成
高度な情報収集と分析

複数部署での
重複業務を一本化

生成AI GaiXer
当行ﾌｫｰﾏｯﾄに準拠した
自動要約と構造化

生成AI議事録ｼｽﾃﾑ

店頭特化拠点 拠点人員適正化 本部専門人員の増強など

捻出した人員を営業に再配置

職員一人当たり
顧客向けサービス業務“収益”

25/3

24.3M

26/3

27.0M

BPRﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

所属人数･定型業務が
多い業務から優先対応
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OJT Off-JT

案件を通じた実践指導 スキルレベルに応じた研修の実施

 キャリア構築支援の強化

 店舗営業体制の見直しなど、経営戦略と連動した人事施策により人財育成を強化

多様なプロフェッショナル人財の育成①

ＲＯＥの向上

63 
91 

140 

24/3 25/3 26/3

社内公募者数*

 キャリアアドバイザーの設置

 職務コース別新卒採用

 社内公募制度の拡充

*キャリアチャレンジ制度応募者＋社内副業応募者など

（人）

自律的なキャリア形成サポート

 キャリアコース制の導入

第１希望と
適用コース
の一致割合 77.4％

第１回
24/12

第２回
25/12

83.0％

2024年度～

法人営業 個人営業 事 務

コース別のキャリアパスを明確化１

原則全従業員が希望コースを申告２

希望と適性を踏まえた異動･配置３

管理職から結果のフィードバック４

業務別に必要なスキルを明確化１

各人のスキルレベルデータを計測２

各人のレベルにあわせた育成実施３

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

業務別人財育成の強化

 スキルの見える化の構築 2025年度～

2年累計実績

231人

中計目標
3年累計

300人公募受入部署
の増加

挑戦する文化
の醸成×

 育成強化に向けた環境整備

連動

管理職の育成強化 営業サポート部の新設 育成指導者の現場配置

教える側のスキルアップ
による組織全体の底上げ

研修プログラムの見直し

評価制度の見直し

本部営業ｻﾎﾟｰﾄ機能の集約

人事異動を伴うﾄﾚｰﾆｰ受入

本部支援と人財育成を強化し
課題解決営業の実効性を向上

各業務の高スキル保有者を
育成担当者として現場に配置

法人営業

個人営業

事 務

ｶｽﾀﾏｰ
ｻｰﾋﾞｽ

IT
専門

総合
ｺﾝｻﾙ

企画

法人
専門 個人

専門

市場
専門

ﾘｽｸ管理
専門

６つの
専門コース

４つの
基本コース

ﾘﾃｰﾙ
ｺﾝｻﾙ

財務
専門

さらなる強化

Level１
基礎理解ﾌｪｰｽﾞ

Level３
高度実践ﾌｪｰｽﾞ

Level２
自立遂行ﾌｪｰｽﾞ

３つのレベルに区分し、計画的な育成を推進

GMA*(預かり資産指導者)の配置

副支店長の役割を育成中心へ

預金ﾏｲｽﾀｰ(育成担当者)の新設

※グランドマネーアドバイザー
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510 514

204 244 

714 758

24/3 26/3

 経営戦略の実行スピードを加速させるべく、専門人財の育成・確保を強化

多様なプロフェッショナル人財の育成②

ＲＯＥの向上

専門人財の育成強化

 高度専門人財の育成

183 
218 231 

280 

24/3 25/3 26/3 27/3

高度専門人財*

*高度専門資格保有者＋専門コース認定者

 デジタル人材の育成

ＤＸ
人材

24/3

0人 4人 10人

19人 28人 50人

116人 136人 140人

25/3 27/3目標

903人 1,012人 1,147人 1,000人

5人

37人

145人

26/3

早期
達成

ハイスキル人材

コア人材

デジタル人材

ベース人材

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

9 
14 

30 

24/3 25/3 26/3

（人）

パートタイマーの活躍推進

 店舗営業体制の見直しや人財育成を支える重要パートナーの増強

キャリア採用の拡充

 DX人材認定制度の導入

キャリア採用数

（人） 2年累計実績

44人

中計目標
3年累計

60人

 専門人財の採用強化

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ、事業承継･ M&A

多様な分野

で活躍

+44

パート人員数

（人）フル・ミドル ショート

積極採用 移行要件の緩和

フルパート行員の拡充・移行促進

考課制度見直し 継続的な時給改定

処遇改善

複数職務を担うオールラウンダーの導入

営業店パートの業務範囲の拡大 累計

80名

×

採用体制の強化

採用チャネルの拡充
(リファラル･アルムナイ)

システム･サイバーセキュリティ

営業店（法個人営業・事務） 相続サポート・資産承継

資格取得奨励制度
の活用促進

外部出向の拡大

重点分野の育成強化

資産承継相続・信託

法人
専門

個人
専門

事業承継･ M&A
経営計画策定支援

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ
ファンド

 社内育成制度「POLESTAR Academy」

計画
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23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

 連携強化により地域の皆さまに最適なソリューションを提供

りそなホールディングスとの戦略的業務提携

ＲＯＥの向上

デジタル  バンキングアプリの稼働*1

ソリューション

 相互紹介によるシンジケートローン組成連携
 ビジネスマッチング商談会の共催
 グループ会社提携強化（不動産・M＆Aなど）
 ファンドラップの残高積上げ*2

人財育成
 りそな銀行との人財交流拡大
 共同研修による人財交流

 シンジケートローンなどを中心に提携施策をスタート
 アプリやファンドラップなどにより、提携効果をさらに拡大

主な取り組み

バンキングアプリの稼働 ファンドラップ

ライフプランに応じた
最適な運用プランのご提案

＊1事例 ＊2事例

写真はイメージ

３つの分野で業務提携

デジタル ソリューション 人財育成

提携効果
イメージ

100億円
（5年累計、両行合計額）

約110億円

提携効果の状況

ファンドラップの残高積上げ
シンジケートローンなど

～

資産管理をかんたん便利に
利用できるスマホアプリの提供

さらなる
積上げへ1年前倒しで

計画達成

戦略的業務提携の概要（2021年８月提携開始）

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

約75億円
約50億円

約10億円
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株主還元

 安定配当を基本としつつ、配当性向
40％以上とする

資本効率 財務健全性

 次期中計期間中に株主資本コストを
上回るROE水準を目指す

 自己資本比率は10%台を目安とし、
十分な自己資本を確保する

 健全性、資本効率及び株主還元の最適なバランスを追求し、企業価値向上へ

健全なキャピタルアロケーション

ＲＯＥの向上

181 176 

97 91 106 

323 336 344 
301 

377 

10.9% 11.3%
10.4% 9.7%

11.4%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

資本政策の方向性 政策保有株式

10%

未満へ

政策保有株式
の保有方針

・当行は政策保有目的の株式については、原則として残高縮減を基本方針とします。
・取引先および当行グループの企業価値の維持・向上に資すると判断される場合や、
地域の開発、振興に寄与し発展に貢献するなどの場合において、保有しております。

政策保有株式（時価）／純資産（連結）

時価残高簿価残高

資本政策の
基本方針

・銀行業としての公共性に鑑み、健全経営と内部留保の充実に努めるとともに、ステー
クホルダーへの適切な利益配分を行います。

・また、内部留保金については、お客さまへのサービス向上のための投資を行うととも
に、経営基盤の拡充や経営体質の強化のため有効に活用いたします。

キャピタルアロケーション

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

26/5見直し

26/2見直し 上昇
要因

・株価上昇
・地域の非上場企業へ投資

適正水準

10％台

26/324/3

累積利益

ﾘｽｸｱｾｯﾄ
増加等

株主還元自己資本比率

資本配賦･
株主還元

資本蓄積

上場企業
としての
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ

金融ｲﾝﾌﾗ
としての
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ

6.5% 9.0%
10.0%

以上

27/3 30/3 33/3

ROE
株主資本
ベース

+15
上 場 △10
非上場 ＋25

（億円）
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24 26 28 30 37 
51 11 9 14 

15 
14 

24 
38 38 

45 
53 

66 19.0 20.5 22.0 24.0

30.0

42.0

66.0

-5.0

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

75.0

0

50

100

150

200

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

 株主還元の充実を図るため、利益成長を通じた１株当たり配当金の安定的な増加を図る

株主還元の充実

ＲＯＥの向上

配当性向 33.6% 23.6% 26.8% 27.5% 28.8% 31.8% 40%以上

総還元性向 33.6% 34.0% 36.5% 41.3% 41.3% 41.2% －

連結当期純利益 73億円 111億円 103億円 108億円 127億円 159億円 190億円

予想

自己株式取得

配当

・６年連続実施予定

・上限110億円の

自己株式取得を公表

・６年連続増配予定

・配当性向40％以上

配当総額
(億円)

自己株式取得
（億円）

1株当たり配当金
（円）

・安定配当を基本としつつ

総還元性向40％程度とする

・安定配当を基本としつつ

配当性向40％以上とする

・自己株式取得は機動的に実施

変更前 変更後

1.5円
増配

1.5円
増配

2.0円
増配

6.0円
増配

12.0円
増配

24.0円
増配予定

総還元性向40％程度 配当性向40％以上

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

株主還元方針（2026年5月公表）
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“株主資本コストの引き下げ”に向けた
ガバナンスの強化
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顧客保護
 お客さま本位の業務運営の推進
 利益相反管理態勢の強化

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
 ＡＭＬ／ＣＦＴの高度化
 サードパーティリスク管理態勢の強化

ＢＣＰ
 大規模災害に耐えうる業務継続体制構築
 サイバーセキュリティへの対応強化

統合的
リスク管理

 リスクアペタイト・フレームワークの活用に
よる多様化するリスクへの対応強化

内部監査

 経営監査に向けた段階的な高度化
 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ内部監査基準に基づく継続的な品質評価取締役の

構成

移行
の目的

 持続的な企業価値向上を実現するため、ガバナンス・リスク管理態勢を強化

ガバナンス・リスク管理態勢の強化

株主資本コストの引き下げ
①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

ガバナンス強化に向けた主な取り組み

独立社外
取締役比率

46％

取締役における
女性比率

20％

独立社外取締役 7名／15名 女性取締役 3名／15名

①監査・監督機能
の強化

②取締役会
の実効性向上

③意思決定
の迅速化

監査等委員会設置会社への移行*

 機関設計・取締役の構成見直しにより強固な基盤を構築

*2026年6月開催予定の株主総会に
おいて承認された場合を前提

･取締役会の実効性
評価開始

･執行役員制度導入
･社外取締役比率
3分の1以上

2016年 2018年 2021年 2022年 2025年 2026年

･指名報酬等諮問
委員会を設置

･業績連動型株式
報酬制度を導入

･ｽｷﾙﾏﾄﾘｯｸｽの開示 ･取締役の任期変更
（2年から1年へ）

･監査等委員会設置
会社への移行

リスク管理態勢の強化に向けた主な取り組み

経営管理
グループ

・大きく変化する金融環境に対し、ALMの
高度化や資本マネジメント強化を図る

新設

監査企画
グループ

・内部監査体制の高度化に向け、監査手法
の見直しや監査品質の評価・向上を図る

新設
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 ステークホルダーとの対話を踏まえた経営の強化

ステークホルダーとのコミュニケーション

株主資本コストの引き下げ
①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

お客さまとのコミュニケーション

従業員とのコミュニケーション

 プラスαプロジェクト推進チーム*による理念浸透策の検討

株主・投資家とのコミュニケーション

 お客さまの声を起点とした業務改善の強化

お客さまの声を収集 集約・整理 改善案の検討

・受付チャネルの拡大
営業店の活用・ｱﾝｹｰﾄ実施など

・お客さまサービスの品質向上を
図る責任部署を設置し強化

・組織横断的プロジェクトチーム
による深度ある改善案検討

21/3 26/3

お客さまの声(年間収集件数) 486件 6,840件

お褒めの声の割合 2％ 30％

*企業理念の浸透策の検討を目的とした組織横断的なプロジェクトチーム

お客さま第一

挑戦と成長

チームワーク

・お客さま第一の評価基準を明確化
すべき

・好事例をもっと行内で共有すべき

・業績評価と目標設定プロセス
見直しを段階的に進めるべき

・本部施策に関する営業店との
伝達方法を再構築すべき

・企業向けアンケートを新たに実施、
ソリューション強化に活用

・お褒め事例を集約し冊子を発刊

・営業目標の一部や手段を営業店
自ら考え推進する業績評価に
段階的に移行

・通知フォーマット見直し
・施策の進捗状況共有など

私たちが
大切にする価値観

経営への提言 主な取り組み

顧客対応力・
エンゲージメント

の向上へ

NIKKEI Financial 銀行ﾗﾝｷﾝｸﾞ
「接客対応」

30位/78行 9位/80行

2025年 2026年

2025
年度

主なご意見 主な取り組み

■株主還元方針の変更
・総還元性向40％程度から配当性向

40%以上へ

■次期中期経営計画目標を参考開示
・30/3期のROE目標を参考開示し、
次期中期経営計画において株主資本
コストを上回るROEの達成を目指す

 株主・投資家との対話機会を拡大

証券会社向けIR

４年ぶりに開催

機関投資家向けIR

１回開催

個人投資家向けIR

２回開催

株主総会

事前質問受付の継続

個別面談

面談回数の拡大

 投資家との対話を踏まえた対応例

・配当性向40%が業界スタンダード
になりつつあり、株主還元方針
見直しを検討してはどうか。

・個人株主が多いので配当を厚くし
ても良いのではないか。

・ROE8％に到達する時期を１つの
目安としていたが、2026年2月の
目標上方修正により、ROE8％に
到達する時期が不明瞭になった。

2026年5月

2026年5月
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“利益の持続的成長”に向けた
サステナビリティ経営の推進
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SDGs
宣言

取り組み
方針

 サステナビリティ経営の推進により、地域の持続的成長を支援

サステナビリティへの取り組み

利益の持続的成長

京葉銀行グループの
企業理念や全役職員の声を

踏まえて「解決したい課題」を特定

マテリアリティ
（重点項目）

金融政策の
転換

企業の社会的
責任の高まり

資産形成ﾆｰｽﾞの
高まり

低炭素・循環型
社会への移行

働き方の多様化

デジタル化の
進展

人口減少・
少子高齢化

人手不足

お一人様世帯、
空き家の増加

医療・福祉
ニーズの増加

事業再構築

社会課題の特定社会課題の抽出

京葉銀行グループとの親和性

京葉銀行グループ企業理念

京葉銀行グループの強み

全役職員の声

■ 強固なお客さま基盤
■ 地域に密着した店舗ネットワーク
■ 主要マーケットのポテンシャル
■ 地域に根差したソリューション人財
■ ｸﾞﾙｰﾌﾟ一体での多様な情報・ｿﾘｭｰｼｮﾝ
■ 健全な財務基盤

■ 全職員向けアンケートの実施
■ サステナビリティ委員会での議論

ｷｬｯｼｭﾚｽ化の
進展

後継者不足

待機児童の
増加

ライフスタイル
の変化

生産性の向上

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

サステナビリティ
推進室

・経営企画グループ内に新設し、社会課題解決の実効性を
高め、社会価値の向上を実現

新設

京葉銀行グループサステナビリティ方針

持続可能な社会の実現に貢献

 金融仲介機能の発揮とお客さま本位の良質なサービスの提供等を通じて、
気候変動等の環境問題をはじめとする様々な社会的課題の解決に取り組む

 地域経済の発展と当行グループの企業価値向上の好循環サイクルを創出する

行動規範

環境方針人権方針投融資方針

地域経済・社会

地域経済の発展

環境保全

低炭素・循環型社会
の実現

自分らしく活躍
できる社会づくり

ダイバーシティ
＆

インクルージョン

マテリアリティの特定

マテリアリティ（重点項目）

 「どのような社会課題を重点項目とするか」を改めて明確化

地域経済・社会

地域経済の発展

環境保全

低炭素・循環型社会
の実現

自分らしく活躍
できる社会づくり

ダイバーシティ＆
インクルージョン
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地
域
経
済
・
社
会

 ３つのマテリアリティに基づく社会課題解決に取り組み、地域の豊かな未来へ貢献

サステナビリティＫＰＩの進捗状況

利益の持続的成長

3年累計

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨKPIダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
＆

イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン

環
境
保
全

取引先企業の生産性向上 県内の雇用機会の創出 個人保有資産の向上

イノベーションの創出 お客さまと当行のCO₂削減

 ビジネスマッチング件数

1,466 
1,723 

3,775 
4,000 

21/4～24/3 中計目標

達成率

79％

 従業員エンゲージメント

78.8% 81.0% 83.7%

24/3 25/3 26/3

目標水準
で推移

 女性管理職比率

8.4% 9.7% 10.3%

24/3 25/3 26/3

達成率

85%

 ＥＳＧ関連投融資実行額(億円）

1,403 2,683 4,306 

3,524 5,878 8,263 

2023 2024 2025

 ＣＯ₂排出量削減率

2013 2024 2025

現中計期間中80%以上を維持

26.0%

 当行調査にて｢当行で働くことに満足｣と
評価した行員の比率

 次長以上の管理職に対する女性管理職の割合  環境や医療介護分野向け投融資等、ESGに
資する投融資の2021年度からの累積実行額

 2014/3期を基準としたＣＯ₂排出量の削減率

 取引先企業の販路拡大支援や経営課題解決などに資する
当行の取引先や業務提携先の紹介件数

26/3期

25/3期

累計実績

3,189件

目標

達成率

90％

 経営改善計画を含む経営計画の策定支援先数

累計実績

1,082先775 

160 
147 775 

1,200 

21/4～24/3 中計目標

26/3期

25/3期

目標

 事業承継ソリューション件数

148 

171 
254 

500 

21/4～24/3 中計目標

達成率

63％

 事業承継、Ｍ＆Ａの支援件数

26/3期

25/3期

累計実績

319件

目標

達成率

107％

 第一次産業、医療介護、観光業向けの融資・コンサル支援や
産学連携、企業誘致などのソリューション提供件数

累計実績

428件198 

230 
298 

400 

21/4～24/3 中計目標

26/3期

25/3期

目標 早期達成

 預かり資産残高（億円）
 ファンドラップや金融商品仲介を含めた時価ベースの残高

達成率

57％

 遺言信託、遺産整理、家族信託などの成約件数

累計実績

1,158件527 
631 

824 

2,000 

21/4～24/3 中計目標

26/3期

25/3期

目標

5,927 6,157 
7,115 

24/3 25/3 26/3

達成率

109％

早期達成

24/3 25/3 26/3

 環境分野向け

24/3 26/3

～24/3 24/4～27/3
現中計期間累計

21/4～24/3
前中計期間累計

24/4～27/3
現中計期間累計

21/4～24/3
前中計期間累計

24/4～27/3
現中計期間累計

21/4～24/3
前中計期間累計

24/4～27/3
現中計期間累計

21/4～24/3
前中計期間累計

24/4～27/3
現中計期間累計

24/3 25/3 26/3

 経営計画策定サポート先数  地域共創ソリューション件数  相続関連商品成約件数

27/3期:12%、33/3期:30% 31/3期:14,000億円、環境分野:7,000億円 31/3期:50％削減、51/3期:ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ

27/3期:6,500億円

24/3 25/3 26/3 25/3

順調に
推移

25.6%

堅調に
推移

26/325/3

目標

目標 目標 目標 目標

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略
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 街づくりの視点で地域社会とのリレーションを強化

地域経済・社会

利益の持続的成長

地域共創ソリューション

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨKPI

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

香取市佐原における

観光によるまちおこし

不動産アセットマネジメント会社設立
地域経済のパイを拡大

 佐原地区の「北総の小江戸」と呼ばれるまち並みを
代表とする観光資源を活かした地域振興を支援

 不動産ビジネスを通じ、千葉県のポテンシャルを
最大限に引き出すことにより地域経済の発展を推進

君津市における

ロッテ二軍本拠地まちづくり

 君津駅から二軍本拠地までの沿道の活性化に向けた
まちづくりに関する取り組みを支援

取り組み事例

 地域の課題に対しワンストップでソリューションを提供

地域共創ソリューション

地域「開発」
プロジェクトチーム

地域「共創」
プロジェクトチーム

第一次産業

大学・研究機関 地方自治体 民間企業 金融機関他

連携強化

観光業

医療･介護 企業誘致

県内の大規模開発
プロジェクトに対し
本部直接営業で支援

千葉県が
抱える課題

人口減少･少子高齢化

災害等リスク

半島性の克服

SDGsDX

医療･介護･福祉への対応

地域共創部

社会活動推進室 総務部から移設し、
地域社会とのリレーションを強化

NEW

地域共創グループ

企業誘致

支援

官民・

産学連携

累計実績

428件198 

230 
298 

400 

21/4～24/3 中計目標

26/3期

25/3期

目標 早期達成

21/4～24/3
前中計期間累計

24/4～27/3
現中計期間累計

設備資金

支援等

第一次産業

観光業

医療・介護

 地域の将来ビジョンをともに考え、まちづくりを支援
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 次世代管理職リーダー候補育成プログラム

・現場OJTと本部による育成計画管理の強化

24/3 25/3 26/3 27/3

32.8%
34.2%

36.1%
37 %

 ダイバーシティマネジメントを強化し、多様な人財の活躍をサポート

ダイバーシティ&インクルージョン

利益の持続的成長
①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

 階層別・職務別研修フォロー体制の充実

女性活躍推進

 ウィメンズリーダーシップ研修

・自律的キャリア形成に向けたマインドセット

管理職
約10名

リーダー職
約20名

指
導
的
地
位

 役員によるメンタリング制度

・きめ細かいフォローによるエンパワーメント向上

NEW

一般職
約30名

 管理職候補育成研修

・ロジカルシンキング等のビジネススキル習得

 女性法人営業候補者向けマインドセット研修

 本部トレーニーの拡充
女性営業の増強

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨKPI

指導的地位に
占める割合

女性
管理職比率

8.4%

9.7%
10.3%

12 %

計画

えるぼし

プラチナ
くるみん
プラス

健康経営～働きやすい環境の整備～

 健康経営優良法人認定を５年連続で取得

指標 目標 25/3 26/3

有給休暇取得率 80％以上維持 82.7％ 82.2%

男性育児休業取得率 100％以上維持 152.2％ 100.0%

従業員エンゲージメント

 企業理念浸透策の継続的な実行

目標 24/3 25/3 26/3

｢当行で働くことに満足｣と
評価した行員の比率

80%以上
を維持 78.8% 81.0% 83.7%

ワークエンゲージメント*
前年比
上昇

- 52.3 52.8

*ストレスチェック委託先母集団における全従業員のワークエンゲージメント偏差値

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨKPI
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テーマ指数総合型指数

1,060 1,307 1,249 1,242 1,187 

7,007 
5,245 4,330 4,727 4,811 

8,067
6,552

5,579 5,969 5,998 

0

5,000

2013 2022 2023 2024 2025

138 609 1,403 2,683 
4,306 614 

1,930 
3,524 

5,878 
8,263 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

（t-CO2 ）

（年度）

 地域金融機関としての取組みを強化し、地域の脱炭素に貢献

環境保全、外部評価

利益の持続的成長

大・中堅
企業

中小企業

長期目標
（2030年度）

14,000億円

（億円）
SCOPE1 SCOPE2 2013年度比増減率

△18.7％
△30.8％

＊環境分野向け、医療･介護分野向け投融資等、ESGに資する投融資の2021年4月からの累積実行額

△26.0％

ＥＳＧ関連投融資実行額*

環境分野向け

①オンリーワンの課題解決型営業

②営業改革 ③人財改革 ④経営基盤改革

第20次中期経営計画４つの基本戦略

地域・お客さまの脱炭素化支援 京葉銀行グループの脱炭素化

ソリューションメニュー

αｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ･ﾘﾝｸ･ﾛｰﾝ
αｸﾞﾘｰﾝﾛｰﾝ・αｿｰｼｬﾙﾛｰﾝ
ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞｲﾝﾊﾟｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ
αBANK GXｿﾘｭｰｼｮﾝ

･国際原則に準拠したファイナンス
･第三者評価機関によるレビューを取得
･銀行独自のﾌﾚｰﾑﾜｰｸに外部機関認証を取得したﾛｰﾝ
･脱炭素トータルソリューションを伴走支援で提供

ビジネスマッチング
ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ私募債

･CO2排出量の測定
･森林組合への寄付とJクレジット購入

SDGs取組支援ｻｰﾋﾞｽ
SDGsローン

･SDGs取組評価･宣言支援ツールの活用
･SDGsを推進する企業の資金サポート

 法人のお客さまへの支援を強化

CO2排出量の推移

△25.6％

長期目標
（2030年度）

△50%削減

NEW

ＥＳＧへの取り組みに対する評価

 ＦＴＳＥ構成銘柄に初採用（県内地銀唯一）

今回
採用

採用済

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨKPI ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨKPI

FTSE JPX Blossom
Japan Sector

Relative Index

S&P/JPX
ｶｰﾎﾞﾝ･ｴﾌｨｼｪﾝﾄ
指数ｼﾘｰｽﾞ

Morningstar
ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ･ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ

指数ｼﾘｰｽﾞ

採用済

戦略的パートナーとの連携による
ソリューションの強化
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本資料には将来の業績に関わる記述が含まれていますが、こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。

また、本資料は情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券を推奨するものではありません。

「 」の文字が描く重なりと上方へ伸びてゆくラインは、

人と人との“きずな”と、そこを出発点に無限に伸びてゆく未来をあらわしています。

コーポレートシンボルの「アルファバンク」は、

“人とのきずなを大切に、豊かな未来を切り拓いてゆきたい”

“常に皆さまにプラスアルファを提供し続ける銀行でありたい”

そんな京葉銀行の思いをあらわしています。

のコーポレートシンボル


